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　当方は、当方がエージェント（シンジケート・ローン（複数の貸付人が共通の契約書にもとづき単一の借入人に対して行う貸付をいう。）における貸付人の委託にもとづき、すべての貸付人のために当該シンジケート・ローンの証書貸付債権証書に定める元利金の債務者からの受領および貸付人への分配その他の業務を行う者をいう。）であるシンジケート・ローン契約（　　　　年  月  日付金銭消費貸借契約（　　　　年　　月　　日付  変更契約）（注２）証書　番号　　　　　　　　　　）の貸付人が、当該契約にもとづくシンジケート・ローン債権（シンジケート・ローンにおける各貸付人の貸付債権をいう。）にかかる電子記録債権を、当該シンジケート・ローン債権およびシンジケート・ローン契約上の貸付人としての地位とともに、貴行に根担保として譲渡することを承諾し、その場合には、下記のとおり取扱うことを承諾します。
記
一、貴行は、電子記録債権およびシンジケート・ローン債権の担保差入を受けると同時に、シンジケート・ローン契約上の貸付人としての地位および当該地位にもとづく一切の権利義務（ただし、貴行が当該電子記録債権を譲り受けた時点で既に発生していた金銭支払義務を除く。）を承継する。
二、貴行が、担保権実行のため、または特に必要と認めて、担保差入先、第三債務者および当方に通知した場合を除き、担保差入先は、シンジケート・ローン契約上の貸付人としての地位にもとづく一切の権利（果実の収受に係る権利を含むがこれに限られない。）を行使し、義務を履行する。
三、貴行は、支払金を受領する場合には、当方にその旨を通知の上当方より支払金を受領するものとし、担保権実行の有無にかかわらず、第三債務者に直接弁済を求めない。
四、貴行は、貴行と担保差入先との間の約定または契約に定める債務の不履行があった場合には、当方、担保差入先および第三債務者に通知をすることにより、担保権を実行することができる。
五、貴行は、担保として差し入れられた電子記録債権を第三者に譲渡する場合には、同債権の電子記録上の譲渡に関する制限に従うものとする。この場合、当方は、貴行が電子記録に定める譲渡に関する制限を遵守していない場合を除き、その譲渡の相手方、譲渡価格、譲渡時期等譲渡に関する一切の事項について異議、苦情を申立てないものとする。貴行が、担保として差入れられた電子記録債権を第三者に譲渡する場合も同様に取扱うものとする。
六、貴行は、裁判上での権利関係の立証に必要である場合その他貴行の権利保全のために必要と認める場合には、当方にその旨を通知することにより、担保として差し入れられたシンジケート・ローン債権の債権証書の原本の提出を求めることができる。

以　上

（注１）代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。役職名、氏名、印鑑または署名は、印鑑届等により日本銀行に届出たものを使用する。
（注２）変更契約がなされていない場合は削除する。
（注３）本書式は両面印刷のうえ使用する。

